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 (百万円未満切捨て) 

１．平成31年３月期第１四半期の連結業績（平成30年４月１日～平成30年６月30日） 

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

31年３月期第１四半期 516,269 8.7 17,010 11.6 18,336 8.3 10,499 △5.3 
30年３月期第１四半期 474,985 5.7 15,248 41.5 16,935 24.7 11,089 50.4 

 
(注) 包括利益 31年３月期第１四半期 5,395 百万円( △65.0 ％)  30年３月期第１四半期 15,424 百万円( ― ％) 
  

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

31年３月期第１四半期 109.35 ― 

30年３月期第１四半期 115.50 ― 
  

※ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株に併合いたしました。これに伴い、前連結
会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。 

 
  

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

31年３月期第１四半期 1,507,024 546,817 35.1 
30年３月期 1,517,060 547,494 34.9 

 
(参考) 自己資本 31年３月期第１四半期 529,468 百万円  30年３月期 529,875 百万円 
  

 
    

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

30年３月期 ― 6.00 ― 60.00 ― 
31年３月期 ―     

31年３月期(予想)  70.00 ― 75.00    145.00 
 
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
    

 ※ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株に併合いたしましたので、30年３月期の
１株当たり期末配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は
「―」として記載しております。なお、当該株式併合後の基準で換算した30年３月期の１株当たり年間配当金
は120円00銭となります。 

  
  

３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
 

 
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 1,010,000 5.6 33,000 2.4 35,000 1.5 22,000 2.0 229.14 
通期 2,080,000 4.2 77,000 9.6 81,000 8.9 45,000 588.7 468.69 

 
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
  

 



 
※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無 
 

  (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 
      

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

 

    

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 

 
    

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 31年３月期１Ｑ 99,800,000 株 30年３月期 99,800,000 株 

② 期末自己株式数 31年３月期１Ｑ 3,786,989 株 30年３月期 3,792,200 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年３月期１Ｑ 96,010,449 株 30年３月期１Ｑ 96,014,644 株 
  

（注）１ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株に併合いたしました。これに伴い、
前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、「期中平均株式数（四半期累計）」を算定し
ております。 

 
   ２ 当社は、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を、自己株式数に含めており

ます。 
          役員報酬ＢＩＰ信託保有株式数  31年３月期１Ｑ 67,130株  30年３月期 73,253株  
         （上記「期末自己株式数」に含む） 

   

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料P.２「１.当四半
期決算に関する定性的情報 (３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 

・当社は、平成30年７月31日に機関投資家及びアナリスト向けの電話会議を開催する予定です。その会議で配布す
る資料につきましては、当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 
  

 当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、世界経済が緩やかな拡大を継続するなか、輸出や生

産活動に加え、設備投資や個人消費の持ち直しもあり、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 このような経済情勢のなか、物流業界におきまして、国内貨物は、消費関連及び一般機械を中心

とした生産関連貨物の輸送が堅調に推移し、国際貨物は、アジア向けを中心として電子機器関連等

の航空貨物が引き続き伸長する等、総じて堅調に推移いたしました。 

こうした経営環境のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間は、前年同四半期に比べ、

航空輸出貨物の取扱いが堅調に推移したことや、石油販売単価が上昇したこと等により、各セグメ

ントで増収となり、セグメント利益につきましても、欧州、東アジア、警備輸送の各セグメントは

減益となりましたが、日本、米州、南アジア・オセアニア、重量品建設、物流サポートの各セグメ

ントは増益となりました。 

この結果、売上高は5,162億円と前年同四半期に比べ412億円、8.7％の増収となり、営業利益は

170億円と前年同四半期に比べ17億円、11.6％の増益、経常利益は183億円と前年同四半期に比べ14

億円、8.3％の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は104億円と前年同四半期に比べ５億円、

5.3％の減益となりました。 

 

なお当社は、平成30年４月１日に実施した警備輸送事業に関わる組織改正にあわせて、当第１四

半期連結会計期間より、日本（ロジスティクス）セグメントの一部を、警備輸送セグメントに変更

しております。 

詳細につきましては、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関す

る注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。 

 

（２）財政状態に関する説明 
  

当第１四半期連結会計期間末の総資産は１兆5,070億円となり、前連結会計年度末に比べ100億円、

0.7％減となりました。 

流動資産は6,936億円で前連結会計年度末に比べ253億円、3.5％減、固定資産は8,134億円で前連

結会計年度末に比べ153億円、1.9％増となりました。 

流動資産減少の主な要因は、現金及び預金の減少等によるものであります。 

固定資産増加の主な要因は、のれんの増加等によるものであります。 

流動負債は4,515億円で前連結会計年度末に比べ63億円、1.4％増、固定負債は5,086億円で前連結

会計年度末に比べ156億円、3.0％減となりました。 

流動負債増加の主な要因は、未払費用の増加等によるものであります。 

固定負債減少の主な要因は、短期償還社債への振替による減少等によるものであります。  

当第１四半期連結会計期間末の純資産は5,468億円で前連結会計年度末に比べ６億円、0.1％減と

なりました。 
  

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
  

平成31年３月期の業績予想につきましては、現時点では平成30年４月27日に発表いたしました予

想数値の変更はありません。 

なお、今後の見通しにつきましては、引き続き検討を行い、業績予想に関し修正の必要が生じた

場合には速やかに開示する予定であります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 
           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成30年６月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 198,044 171,665 

  受取手形 26,648 27,125 

  売掛金 322,390 311,585 

  たな卸資産 6,979 7,575 

  その他 166,121 176,767 

  貸倒引当金 △1,183 △1,114 

  流動資産合計 719,001 693,605 

 固定資産   

  有形固定資産   

   車両運搬具（純額） 35,217 36,364 

   建物（純額） 258,479 255,205 

   土地 192,541 192,036 

   その他（純額） 74,002 78,441 

   有形固定資産合計 560,240 562,048 

  無形固定資産   

   のれん 4,180 18,249 

   その他 62,410 62,193 

   無形固定資産合計 66,591 80,442 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 109,835 109,661 

   その他 62,421 62,409 

   貸倒引当金 △1,030 △1,143 

   投資その他の資産合計 171,227 170,927 

  固定資産合計 798,059 813,418 

 資産合計 1,517,060 1,507,024 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 9,868 8,504 

  買掛金 163,743 157,100 

  短期借入金 45,213 43,381 

  未払法人税等 18,666 8,495 

  賞与引当金 22,531 10,138 

  その他の引当金 147 17 

  その他 185,026 223,896 

  流動負債合計 445,197 451,533 

 固定負債   

  社債 125,000 110,000 

  長期借入金 227,013 224,173 

  その他の引当金 1,283 1,238 

  退職給付に係る負債 140,039 141,646 

  その他 31,031 31,615 

  固定負債合計 524,368 508,673 

 負債合計 969,565 960,207 
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           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(平成30年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成30年６月30日) 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 70,175 70,175 

  資本剰余金 24,707 24,707 

  利益剰余金 444,717 449,451 

  自己株式 △20,191 △20,168 

  株主資本合計 519,407 524,165 

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 47,068 46,965 

  繰延ヘッジ損益 △27 △62 

  為替換算調整勘定 3,941 △2,057 

  退職給付に係る調整累計額 △40,515 △39,542 

  その他の包括利益累計額合計 10,467 5,303 

 非支配株主持分 17,618 17,348 

 純資産合計 547,494 546,817 

負債純資産合計 1,517,060 1,507,024 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間 

           (単位：百万円) 
          前第１四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 474,985 516,269 

売上原価 433,268 471,940 

売上総利益 41,716 44,329 

販売費及び一般管理費 26,467 27,318 

営業利益 15,248 17,010 

営業外収益   

 受取利息 115 173 

 受取配当金 1,650 1,483 

 持分法による投資利益 138 186 

 その他 1,052 1,164 

 営業外収益合計 2,957 3,008 

営業外費用   

 支払利息 820 724 

 その他 449 957 

 営業外費用合計 1,270 1,682 

経常利益 16,935 18,336 

特別利益   

 固定資産売却益 1,572 1,094 

 投資有価証券売却益 64 59 

 その他 2 0 

 特別利益合計 1,640 1,154 

特別損失   

 固定資産処分損 830 1,360 

 投資有価証券売却損 0 － 

 その他 46 0 

 特別損失合計 877 1,360 

税金等調整前四半期純利益 17,697 18,130 

法人税等 6,449 7,375 

四半期純利益 11,248 10,754 

非支配株主に帰属する四半期純利益 158 255 

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,089 10,499 
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四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間 

           (単位：百万円) 
          前第１四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年６月30日) 

四半期純利益 11,248 10,754 

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,406 △103 

 繰延ヘッジ損益 △1 △34 

 為替換算調整勘定 △2,364 △6,128 

 退職給付に係る調整額 1,182 944 

 持分法適用会社に対する持分相当額 △45 △37 

 その他の包括利益合計 4,176 △5,359 

四半期包括利益 15,424 5,395 

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 15,334 5,334 

 非支配株主に係る四半期包括利益 90 60 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  

     該当事項はありません。 

  

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  

     該当事項はありません。 

  

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

  

（税金費用の計算） 

税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算する方法によっております。 
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（セグメント情報等） 

   【セグメント情報】 

 

１ 前第１四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 

ロジスティクス 

日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

売上高      

  外部顧客への売上高 283,238 18,413 20,128 24,404 17,685 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3,411 3,659 1,346 2,420 1,750 

計 286,650 22,073 21,474 26,824 19,435 

  セグメント利益 9,997 742 804 402 786 

 

 警備輸送 
重量品 
建設 

物流 
サポート 

計 
調整額 
(注１) 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

売上高       

  外部顧客への売上高 18,028 12,220 80,865 474,985 ― 474,985 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

9 95 19,899 32,592 △32,592 ― 

計 18,038 12,316 100,764 507,577 △32,592 474,985 

  セグメント利益 651 972 2,485 16,843 △1,595 15,248 

(注) １  セグメント利益の調整額△1,595百万円には、セグメント間取引消去27百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△1,634百万円が含まれております。全社費用は、主に企業イメージ広

告に要した費用及び提出会社本社のグループ会社等管理部門に係る費用であります。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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２ 当第１四半期連結累計期間(自  平成30年４月１日  至  平成30年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 

ロジスティクス 

日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

売上高      

  外部顧客への売上高 304,059 18,951 26,667 25,816 19,493 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3,306 4,226 1,861 2,555 2,333 

計 307,365 23,177 28,529 28,371 21,827 

  セグメント利益 11,983 857 559 386 877 

 

 警備輸送 
重量品 
建設 

物流 
サポート 

計 
調整額 
(注１) 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

売上高       

  外部顧客への売上高 18,035 12,401 90,844 516,269 ― 516,269 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

12 23 20,689 35,008 △35,008 ― 

計 18,047 12,424 111,534 551,278 △35,008 516,269 

  セグメント利益 324 1,067 2,686 18,742 △1,731 17,010 

(注) １  セグメント利益の調整額△1,731百万円には、セグメント間取引消去115百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△1,863百万円が含まれております。全社費用は、主に企業イメージ広

告に要した費用及び提出会社本社のグループ会社等管理部門に係る費用であります。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３ 報告セグメントの変更等に関する事項 

当社は、金融業界を取り巻く環境が大きく変化する中、お客様のニーズに応え、今後さらな

る業容拡大を図っていくため、平成30年４月１日に警備輸送事業に関わる組織改正を実施いた

しました。これに伴い、当第１四半期連結会計期間より、「日本（ロジスティクス）」に含ま

れていた一部の組織を、「警備輸送」に変更しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作

成したものを記載しております。 

 

（追加情報） 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の

区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 
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３．参考資料

（１）報告セグメントの明細

（単位：百万円、％）

額 率

日　　　本 307,365 286,650 20,715 7.2

米　　　州 23,177 22,073 1,104 5.0

欧　　　州 28,529 21,474 7,055 32.9

東　ア　ジ　ア 28,371 26,824 1,547 5.8

南アジア・オセアニア 21,827 19,435 2,391 12.3

409,271 376,457 32,814 8.7

18,047 18,038 9 0.1

12,424 12,316 107 0.9

111,534 100,764 10,769 10.7

551,278 507,577 43,700 8.6

△ 2,415 －

516,269 474,985 41,284 8.7

日　　　本 ( 3.9 ) 11,983 ( 3.5 ) 9,997 1,986 19.9

米　　　州 ( 3.7 ) 857 ( 3.4 ) 742 115 15.5

欧　　　州 ( 2.0 ) 559 ( 3.7 ) 804 △ 245 △ 30.5

東　ア　ジ　ア ( 1.4 ) 386 ( 1.5 ) 402 △ 16 △ 4.0

南アジア・オセアニア ( 4.0 ) 877 ( 4.0 ) 786 90 11.5

( 3.6 ) 14,664 ( 3.4 ) 12,733 1,930 15.2

( 1.8 ) 324 ( 3.6 ) 651 △ 326 △ 50.2

( 8.6 ) 1,067 ( 7.9 ) 972 95 9.8

( 2.4 ) 2,686 ( 2.5 ) 2,485 200 8.1

( 3.4 ) 18,742 ( 3.3 ) 16,843 1,898 11.3

△ 1,731 △ 1,595 △ 136 －

( 3.3 ) 17,010 ( 3.2 ) 15,248 1,762 11.6

（注） 1.　当社は、平成30年４月１日に実施した、警備輸送事業に関わる組織改正にあわせて、平成31年３月期より日本（ロジ

　　スティクス）セグメントの一部を、警備輸送セグメントに変更いたしました。これに伴い、前年度の数値をセグメント

　　変更後の数値に組み替えて比較を行っております。

2.　（　　）内は利益率

△ 35,008

計

計

セ
グ
メ
ン
ト
利
益

(

営
業
利
益

)
報
告
セ
グ
メ
ン
ト

　
ロ
 
ジ
 
ス
 
テ
 
ィ

 
ク
 
ス

 計

警　備　輸　送

重　量　品　建　設

物 流 サ ポ ー ト

 計

調　整　額

重　量　品　建　設

物 流 サ ポ ー ト

計

調　整　額

計

警　備　輸　送

△ 32,592

当第１四半期
連結累計期間

前第１四半期
連結累計期間

増減

売
　
上
　
高

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

 
ロ
 
ジ
 
ス
 
テ
 
ィ

 
ク
 
ス
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(２) 個別（要約）損益計算書

係数 係数

20,632 7.3 20,683 7.8 △ 50 △ 0.2

21,140 7.4 19,854 7.5 1,286 6.5

67,246 23.7 66,420 25.1 826 1.2

88,387 31.1 86,274 32.6 2,112 2.4

20,059 7.0 18,220 6.9 1,839 10.1

14,675 5.2 13,356 5.0 1,318 9.9

34,734 12.2 31,576 11.9 3,158 10.0

( 16,912 ) － ( 14,982 ) － ( 1,930 ) ( 12.9 )

( 10,541 ) － ( 9,871 ) － ( 670 ) ( 6.8 )

( 7,280 ) － ( 6,722 ) － ( 557 ) ( 8.3 )

28,282 9.9 27,621 10.4 660 2.4

38,622 13.6 28,639 10.8 9,982 34.9

( 32,124 ) － ( 22,285 ) － ( 9,839 ) ( 44.2 )

( 6,497 ) － ( 6,354 ) － ( 143 ) ( 2.3 )

9,824 3.4 9,536 3.6 287 3.0

48,446 17.0 38,176 14.4 10,269 26.9

16,389 5.8 15,515 5.9 874 5.6

47,379 16.7 44,957 17.0 2,422 5.4

284,251 100.0 264,804 100.0 19,447 7.3

( 209,958 ) 73.9 ( 204,450 ) 77.2 ( 5,507 ) ( 2.7 )

( 74,293 ) 26.1 ( 60,353 ) 22.8 ( 13,939 ) ( 23.1 )

29,945 10.5 29,862 11.3 83 0.3

34,074 12.0 33,328 12.6 746 2.2

64,020 22.5 63,190 23.9 830 1.3

10,646 3.7 10,569 4.0 77 0.7

7,887 2.8 6,729 2.6 1,158 17.2

19,639 6.9 11,473 4.3 8,165 71.2

38,174 13.4 28,772 10.9 9,401 32.7

116,565 41.0 110,151 41.6 6,414 5.8

6,772 2.4 6,119 2.3 652 10.7

18,237 6.4 17,854 6.7 383 2.1

31,204 11.0 29,996 11.3 1,208 4.0

274,973 96.7 256,084 96.7 18,889 7.4

9,277 3.3 8,719 3.3 557 6.4

7,048 2.5 4,658 1.8 2,390 51.3

1,063 0.4 919 0.4 143 15.6

15,262 5.4 12,457 4.7 2,804 22.5

794 0.3 1,478 0.6 △ 684 △ 46.3

1,091 0.4 828 0.3 263 31.8

14,964 5.3 13,108 5.0 1,856 14.2

4,630 1.7 3,959 1.5 671 16.9

10,334 3.6 9,148 3.5 1,185 13.0

自

動

車

積 合 せ

四 半 期 純 利 益

営
　
業
　
費
　
用

人
件
費

利
用
運
送
費 合 計

総 計

税 引 前 四 半 期 純 利 益

施 設 使 用 料

倉 庫

海 上 運 送

港 湾 運 送

合 計

（ う ち 輸 出 ）

（ う ち 輸 入 ）

（ う ち 国 内 ）

海

運

（単位：百万円、％）

鉄 道 利 用 費

鉄 道 取 扱

額 率

増　　減当第１四半期
累計期間

前第１四半期
累計期間

外 注 費

法 人 税 等

重 量 品 ・ 建 設

船 舶 利 用 費

合 計

営業・事務系社員

技 能 系 社 員

売

上

高

自 動 車 運 送

合 計

（国内関連事業売上高）

（国際関連事業売上高）

特 別 利 益

特 別 損 失

合 計

航
　
空

付 帯 事 業 他

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

総　　　計

国 際 貨 物

（ う ち 輸 出 ）

（ う ち 輸 入 ）

国 内 貨 物

償 却 金

経 常 利 益

営 業 利 益

そ の 他

航 空 利 用 費
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